
伊勢原市国民健康保険税滞納者の特別療養費等の取扱いに関する要

綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、国民健康保険税（以下「保険税」という。）の滞納者に係

る特別療養費及び保険給付の一時差止めの取扱いに関し、国民健康保険法（昭

和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）及び国民健康保険法施行令（昭

和３３年政令第３６２号。以下「政令」という。）並びに国民健康保険法施行

規則（昭和３３年厚生省令第５３号。以下「省令」という。）の規定に定めの

あるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（特別療養費の支給対象） 

第２条 法第５４条の３第１項又は第２項の規定により、療養の給付等の支給

に代えて特別療養費を支給する対象となる被保険者は、次の各号のいずれか

に該当する世帯に属する被保険者とする。 

(1) 前年度以前の保険税に通算１２期以上の滞納がある世帯（以下「保険税滞

納世帯」という。）であって、政令第２８条の６に規定する災害その他の特

別の事情（以下「特別の事情」という。）がなく、省令第２７条の４の４に

規定する保険税の納付勧奨等の取組（以下「納付勧奨等の取組」という。）

として、納付指導や納付相談を行ってもなお、当該保険税の納期限から１年

間が経過しても納付がなく、自主的な納付の見込みがないと判断される世帯 

(2) 当該保険税の納期限から１年間が経過しない場合においても、特別療養

費を支給すべきと市長が判断する世帯 

２ 前項各号に規定する世帯に属する被保険者のうち、１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にある被保険者及び次の各号のいずれかに該当

する被保険者（以下「原爆一般疾病医療費の支給等受給者」という。）は特別

療養費の対象から除外する。 

(1) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）に

よる一般疾病医療費の支給を受けている者 

(2) 省令第２７条の４の２に規定する医療に関する給付を受けている者 

３ 前項各号のいずれかに該当する被保険者が保険税滞納世帯に属するときは、

保険税滞納世帯の世帯主（以下「滞納世帯主」という。）に対して、原爆一般

疾病医療費の支給等に係る届出書（第１号様式）及びその事実を証する書類の

提出を求め、特別療養費の適用除外の可否を審査する。 

（納付勧奨等の取組の実施） 

第３条 特別療養費の支給は、滞納世帯主に対して、次の各号に掲げる納付勧

奨等の取組を行ってもなお納付が見込まれない場合に、支給決定するものと

する。 



(1) 滞納世帯主に、次に掲げる事項を記載した保険税の納付勧奨等のための

通知（以下「納付勧奨等通知」という。）を送付すること。 

ア 滞納額及び当該滞納額に係る納期限 

イ 保険税の滞納について特別の事情がある場合は、当該保険税を納付す

ることができない理由を届けなければならない旨及びその期限   

ウ 特別の事情がないにもかかわらず、当該保険税を引き続き滞納する場

合は、特別療養費を支給する場合がある旨 

エ 当該保険税の納付に係る相談の機会を設ける旨及び相談の内容 

(2) 電話、訪問等により滞納している保険税の納付を催促すること。その際

は、保険税滞納世帯の実態把握に努めるとともに、納付勧奨等通知の記載

事項に準じた説明を行う。 

(3) 電話、窓口等において滞納している保険税の納付に係る相談に応じる機

会を設けること。当該相談においては、特別の事情の有無の確認や、必要

に応じて保険税の減免や徴収猶予の制度を周知する等、必要な相談を行

う。 

(4) その他前３号の取組に類するもの 

（特別の事情の確認） 

第４条 前条の納付勧奨等の取組を行うときは、併せて、次の各号に掲げる特

別の事情の有無等の確認を行う。 

(1) 世帯主がその財産につき災害を受け、又は盗難にかかったこと。 

(2) 世帯主又はこれらの者と生計を一にする親族が病気にり患し、又は負傷

したこと。 

(3) 世帯主がその事業を廃止し、又は休止したこと。 

(4) 世帯主がその事業につき著しい損失を受けたこと。 

(5) 前各号に類する事由があったとき。 

２ 前項各号に掲げる特別の事情がある場合は、滞納世帯主に対して、国民健

康保険税の滞納に係る特別事情届出書（第２号様式）及びその事実を証する

書類の提出を求め、当該事由により保険税納付が困難であるか否かについて

十分審査を行う。 

３ 次の各号に該当すると市長が認めた場合は、特別の事情に該当するものと

して取り扱う。 

(1) 第１項第２号に該当するもの 

ア 医療を受ける必要が生じ、かつ、医療機関に対する医療費の一時払い

が困難である旨の申出があったこと。 

イ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）第６条で規定する感染症（一類感染症、二類感染



症、三類感染症、四類感染症、五類感染症、新型インフルエンザ等感染

症、指定感染症及び新感染症）に、り患又はり患した恐れがあると認め

られること。 

(2) 第１項第４号に該当するもの 

ア 通常の事業経営によって回復するまで相当の期間を要すると認められ

る損失であること。 

イ アに該当する損失となる回収不能債権を負ったこと。 

(3) 第１項第５号に該当するもの 

ア 財産調査を行った結果、国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第

１５３条の規定による執行停止に該当すると判断されたこと。 

イ 法第７７条による減免又は徴収猶予、国税徴収法第１５１条又は第１

５１条の２による換価猶予が行われ、納付計画による納付が履行されて

いること。 

ウ 事由にかかわらず収入が著しく減少し、保険税を一括して納付するこ

とにより生計の維持が困難となること。 

エ 不慮の事故等により、保険税の納付が困難又は不能となったこと。 

（弁明の機会の付与の通知） 

第５条 第２条の規定に該当する保険税滞納世帯に対して特別療養費の支給を

決定する場合は、支給決定に先立ち、行政手続法（平成５年法律第８８号）第

１３条第１項の規定による弁明の機会の付与について、国民健康保険特別療

養費支給決定に係る弁明の機会の付与通知書（第３号様式）により滞納世帯主

宛てに通知する。 

（特別療養費支給に係る事前通知） 

第６条 前条の規定による通知に定める期限までに滞納世帯主から弁明書が提

出されない場合又は弁明によっても予定されている特別療養費支給決定処分

は正当であると認められる場合は、滞納世帯主に対して、特別療養費の支給に

係る事前通知書（第４号様式）により、法第５４条の３第３項の規定による特

別療養費を支給する旨の通知を行う。 

（資格確認書の返還請求） 

第７条 特別療養費の支給対象となる被保険者が法第９条第２項及び省令第６

条第２項の規定による資格確認書（以下「資格確認書」という。）の交付を受

けている場合は、前条による通知とあわせて、滞納世帯主に対して、資格確認

書返還請求書（第５号様式）により、省令第２７条の５の２第１項の規定によ

る当該被保険者に係る資格確認書の返還を特別療養費の支給を開始する日ま

でに行うよう求める。 

２ 前項の規定により資格確認書が返還された場合（省令第２７条の５の２第



３項に基づくみなし返還を含む。）は、滞納世帯主に対し、省令第２７条の５

の２第４項の規定による資格確認書（特別療養費）（以下「資格確認書（特別

療養費）」という。）を交付する。 

（原爆一般疾病医療費の支給等に関する届出による療養の給付等の開始） 

第８条 特別療養費の支給を受けている被保険者が第２条第２項に該当するこ

ととなった場合は、当該被保険者の属する世帯の滞納世帯主は、原爆一般疾病

医療費の支給等に係る届出書及びその事実を証する書類を提出する。 

２ 前項の規定により届出があった場合は、これを受領し内容を審査し、該当す

ると認められるときは、当該被保険者に関する、療養の給付等に係る事前通知

書（第６号様式）により、滞納世帯主へあらかじめ通知を行った上で、当該被

保険者へ療養の給付等を行う。 

３ 当該被保険者が資格確認書（特別療養費）の交付を受けている場合は、その

返還を求め、資格確認書を交付する。 

（特別の事情等の届出による療養の給付等の開始） 

第９条 特別療養費の支給を受けている滞納世帯主が、特別の事情に該当する

こととなった場合は、滞納世帯主は、国民健康保険税の滞納に係る特別事情届

出書を、その事実を証する書類を添えて提出する。 

２ 前項の規定により届出があった場合は、これを受領し内容を審査し、該当す

ると認められるときは、療養の給付等に係る事前通知書により滞納世帯主へ

あらかじめ通知を行った上で、当該世帯の被保険者へ療養の給付等を行う。 

３ 当該被保険者が資格確認書（特別療養費）の交付を受けている場合は、その

返還を求め、資格確認書を交付する。 

（滞納保険税の完納等による療養の給付等の開始） 

第１０条 滞納保険税を完納したとき又はその２分の１以上の額の納付があり

特別療養費の対象世帯でなくなったと判断したときは、療養の給付等に係る

事前通知書により滞納世帯主へあらかじめ通知を行った上で、当該世帯の被

保険者へ療養の給付等を行う。 

２ 前項により療養の給付等を受けることとなった当該被保険者が資格確認書

（特別療養費）の交付を受けている場合は、その返還を求め、資格確認書を交

付する。 

（保険給付の一時差止め） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する世帯において、現金給付による保険

給付が生じた場合に、法第６３条の２第１項又は第２項の規定により、その給

付の全部又は一部の支払を一時差し止めるときは、国民健康保険給付一時差

止通知書（第７号様式）により通知するものとする。 

(1) 保険税滞納世帯であって、当該保険税の納期限から１年６月間が経過す



るまでの間に、納付勧奨等の取組を行ってもなお、特別の事情がなく、当該

保険税を納付しない世帯 

(2) 保険税滞納世帯であって、当該保険税の納期限から１年６月間が経過し

ないが、現金給付による保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めるべ

きと市長が判断する世帯 

２ 前項の通知の際に、滞納世帯主に第４条に規定する特別の事情がある場合

は、国民健康保険税の滞納に係る特別事情届出書の提出を求める。 

（保険給付の一時差止めの解除） 

第１２条 法第６３条の２第１項又は第２項の規定により保険給付の全部又は

一部を一時差し止められた滞納世帯主が、次の各号のいずれかに該当するに

至ったときは、当該差止めを解除し、滞納世帯主に対して、国民健康保険給付

差止解除通知書（第８号様式）により通知するものとする。 

(1) 滞納している保険税を完納したとき又はその２分の１以上の額の納付が

あったとき。 

(2) 保険給付の全部又は一部を一時差し止められた滞納世帯主から、国民健

康保険税の滞納に係る特別事情届出書の届出があり、第４条に規定する特別

の事情に該当すると認められるとき。 

（一時差止めした保険給付からの滞納保険税額の控除） 

第１３条 法第６３条の２第３項の規定により一時差止めしている保険給付の

額から滞納している保険税額を控除するときは、あらかじめ滞納世帯主に対

して国民健康保険給付控除通知書（第９号様式）により通知するものとする。 

（世帯合併、世帯分離又は滞納世帯主変更） 

第１４条 特別療養費の支給を受ける世帯において、世帯合併、世帯分離又は滞

納世帯主変更をした場合の取扱いは、次の各号に掲げるところによる。 

(1) 世帯合併 合併後の世帯の滞納世帯主が、すでに特別療養費の支給を受

ける世帯の滞納世帯主であるときは、新たに当該世帯に属することとなった

被保険者についても特別療養費の支給を行うこととし、あらかじめ滞納世帯

主に対して、特別療養費の支給に係る事前通知書により通知を行うとともに、

当該被保険者が資格確認書の交付を受けている場合は、その返還を求め、資

格確認書（特別療養費）を交付する。 

(2) 世帯分離 滞納世帯主が、すでに特別療養費の支給を受ける世帯の滞納

世帯主であるときは、引き続き当該世帯の被保険者に対して特別療養費の支

給を行うとともに、それ以外の分離した世帯の被保険者には療養の給付等を

行うこととし、あらかじめ当該世帯分離後の滞納世帯主に対して、療養の給

付等に係る事前通知書により通知するとともに、当該世帯の被保険者が資格

確認書（特別療養費）の交付を受けている場合は、その返還を求め、資格確



認書を交付する。 

(3) 滞納世帯主変更 滞納世帯主の変更があったときは、当該世帯の被保険

者に対し療養の給付等を行うこととし、療養の給付等に係る事前通知書によ

りあらかじめ当該世帯主変更後の滞納世帯主に通知するとともに、当該世帯

の被保険者が資格確認書（特別療養費）の交付を受けている場合は、その返

還を求め、資格確認書を交付する。 

(4) 前３号の規定にかかわらず、当該世帯合併、世帯分離及び滞納世帯主変更

が、特別療養費の支給対象とならないための形式的なものと認められるとき

は、引き続き特別療養費の支給を行うものとする。 

附 則（令和６年１１月２９日告示第１５１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年１２月２日から施行する。 

 （伊勢原市国民健康保険税の滞納世帯に係る被保険者等の取扱いに関する要

綱の廃止） 

２ 伊勢原市国民健康保険税の滞納世帯に係る被保険者等の取扱いに関する要

綱（平成１３年伊勢原市告示第１００号）は、廃止する。 



第１号様式（第２条、第８条関係） 

   年  月  日 

 

原爆一般疾病医療費の支給等に係る届出書 

 

伊勢原市長 殿 

                        届出人住所 

                        届出人氏名 

 

次のとおり、原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者を届け出ます。 

   

記 

世帯主 

住 所  

氏 名  電話番号 
 

被保険者 

記号・番号 
１５ － 

 

 

原爆一般

疾病医療

費の支給

等を受け

ることが

できる者 

１ 

氏 名  

住 所  

個 人 番 号             

医療費の支給等の名称 

及び受給者番号 

（名称） 

（受給者番号） 

２ 

氏 名  

住 所  

個 人 番 号             

医療費の支給等の名称 

及び受給者番号 

（名称） 

（受給者番号） 

３ 

氏 名  

住 所  

個 人 番 号             

医療費の支給等の名称 

及び受給者番号 

（名称） 

（受給者番号） 

※１ 「医療費の支給等の名称」は、裏面の該当する医療費の支給等の名称を記入してください。 

※２ 医療費受給証の写し等、該当医療費の受給を確認できる書類を提示してください。 

 



（第１号様式 裏面） 

                      原爆一般疾病医療費の支給等の名称 

番号 医療等の名称 

１ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による一般疾病医療費の支給 

２ 児童福祉法第１９条の２第１項の小児慢性特定疾病医療費の支給、同法第２０条第２項の医療に係る療育の給付又は同法第２１条の５の

２９第１項の肢体不自由児通所医療費若しくは同法第２４条の２０第１項（同法第２４条の２４第３項において適用する場合を含む。）

の障害児入所医療費の支給 

３ 予防接種法第１６条第１項第１号又は第２項第１号（新型インフルエンザ等対策特別措置法第２８条第５項から第７項までの規定により

適用される場合を含む。）の医療費の支給 

４ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５８条第１項の自立支援医療費、同法第７０条第１項の療養介護医療費

又は同法第７１条第１項の基準該当療養介護医療費の支給 

５ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第３０条第１項の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付 

６ 麻薬及び向精神薬取締法第５８条の１７第１項の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付 

７ 母子保健法第２０条の養育医療の給付又は養育医療に要する費用の支給 

８ 独立行政法人医薬品医療機器総合機構法第１６条第１項第１号又は第２０条第１項第１号の医療費の支給 

９ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条第１項（同法第４４条の９第１項の規定に基づく政令によって準用さ

れる場合を含む。）、第３７条の２第１項又は第４４条の３の２第１項（同法第４４条の９第１項の規定に基づく政令によって準用され

る場合を含む。）の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付 

１０ 石綿による健康被害の救済に関する法律第４条第１項の医療費の支給 

１１ 新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済に関する特別措置法第４条第１号の医療費の支給 

１２ 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法第１２条第１項の定期検査費、同法第１３条第１項の母子感染防止医療

費又は同法第１４条第１項の世帯内感染防止医療費の支給 

１３ 難病の患者に対する医療等に関する法律第５条第１項の特定医療費の支給 

１４ 沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令第３条又は第４条の医療費の支給 

１５ 国民健康保険法施行令第２９条の２第８項の規定による高額療養費の支給特（定疾病給付対象療養） 

１６ 児童福祉法第２２条第１項の助産の実施、同法第２７条第１項第３号の措置（知的障害児通園施設への入所措置を除く。）、同条第２項

の指定医療機関への委託措置若しくは同法第３３条の一時保護に係る医療の給付又は児童福祉法施行令第２３条の２第２項第１号の医療

の給付若しくは同項第２号の医療に要する費用の支給 

１７ 身体障害者福祉法第１８条第２項の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第６項の厚生労働省令で定める

施設又は指定医療機関における医療の給付 
１８ 昭和４８年４月１７日衛発第２４２号厚生省公衆衛生局長通知「特定疾患治療研究事業について」による治療研究に係る医療の給付 

１９ 昭和５９年４月１０日衛発第２６６号厚生省公衆衛生局長通知「毒ガス障害者救済対策事業の実施について」による医療費の支給 

２０ 平成元年７月２４日健医発第８９６号厚生省保健医療局長通知「先天性血液凝固因子障害等治療研究事業について」による治療研究に係

る医療の給付 

２１ 平成４年４月３０日環保業第２２７号環境事務次官通知「水俣病総合対策費の国庫補助について」による療養費及び研究治療費の支給 

２２ 平成１５年６月６日環保企発第０３０６０６００４号環境事務次官通知「「茨城県神栖町における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健

康被害に係る緊急措置事業要綱」について」による医療費の支給 
２３ 平成１７年５月２４日環保企発第０５０５２４００１号環境事務次官通知「メチル水銀の健康影響に係る調査研究事業について」による

研究治療費の支給 
２４ 平成２０年３月３１日健発第０３３１００１号厚生労働省健康局長通知「感染症対策特別促進事業について」による肝炎治療特別促進事

業に係る医療の給付 
２５ 平成３０年６月２７日健発第０６２７号第１号厚生労働省健康局長通知「肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業について」による医療費

の支給 

 



第２号様式（第４条、第９条、第１１条、第１２条関係） 

                                 年  月  日 

 

国民健康保険税の滞納に係る特別事情届出書 

 

伊勢原市長 殿 

 

届出人住所 

届出人氏名 

 

次のとおり国民健康保険税を納付することができない事情について届け出ます。 

 

記 

世帯主 

住所  電話番号  

氏名  個人番号             

被保険者 

記号・番号 
１５ － 

 

国民健康保険税を納付することができない特別の事情は次のとおりです。 

（該当する番号に○をつけ、具体的な内容について記載してください） 

１．財産につき災害を受け、又は盗難にあった ２．家族が病気にり患し、又は負傷した 

３．事業を廃止し、又は休止した       ４．事業につき著しい損失を受けた 

５．１～４に類する事由があった        

〔具体的な内容〕 

※１ 国民健康保険税を納められない事情を明らかにする書類を添付して下さい。 

※２ 上記の１～５は、国民健康保険法施行令第２８条の６に規定する「災害その他の特別の事

情」であり、該当する場合は特別療養費の適用除外となります。 

※３ 法第６３条の２第１項又は第２項の規定による保険給付の一時差止めを受けていると

きに「特別の事情」に該当することになった場合は、この届出を行い「特別の事情」と

認められると一時差止めが解除されます。 



第３号様式（第５条関係） 

   第   号  

  年  月  日  

          様 

伊勢原市長               

 

国民健康保険特別療養費支給決定に係る弁明の機会の付与通知書 

 

あなたには、滞納している国民健康保険税を納付いただくよう再三督促しているところですが、

国民健康保険法施行令で定める特別事情の届出もなく、いまだ国民健康保険税を滞納しています。 

ついては、国民健康保険法第５４条の３第１項又は第２項の規定に基づく特別療養費の支給に

先立ち、行政手続法第１３条第１項の規定により弁明の機会を付与します。 

 

 

１ 弁明の件名 

  国民健康保険税の滞納について 

 

２ 予定される不利益処分の内容 

療養の給付等に代えて、特別療養費を支給すること 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

  国民健康保険法第５４条の３第１項又は第２項 

 

４ 不利益処分の原因となる事実 

年度 期 別  納 期 限 金 額 
  年  月  日 円 

 

５ 弁明書の提出先   伊勢原市保健福祉部     課 

                      

６ 弁明書の提出期限        年  月  日(  ) 

 

＜注意事項等＞ 

１ 弁明書の提出に併せて証拠書類等を提出することができます。 

２ 特別の事情（裏面参照）に該当する場合は、併せて「国民健康保険税の滞納に係る特別事情

届出書」（第２号様式）を提出してください。 

３ 裏面の表に記載のある公費負担医療等の給付を受けている被保険者が世帯にいる場合は、併

せて「原爆一般疾病医療費の支給等に関する届出書」（第１号様式）を提出してください。 

４ 既に納付済みの場合は、事務上の行き違いですので御了承願います。  

問合せ先 伊勢原市保健福祉部   課  係 電話     

 



参 考 

【国民健康保険法施行令で定める特別の事情について】 

＜国民健康保険法施行令第２８条の６＞ 

法第５４条の３第１項に規定する政令で定める特別の事情は、次に掲げる事由により保険料（

地方税法の規定による国民健康保険税を含む。次条において同じ。）を納付することができない

と認められる事情とする。 

一 世帯主又は組合員がその財産につき災害を受け、又は盗難にかかったこと。 

二 世帯主若しくは組合員又はこれらの者と生計を一にする親族が病気にかかり、又は負傷し

たこと。 

三 世帯主又は組合員がその事業を廃止し、又は休止したこと。 

四 世帯主又は組合員がその事業につき著しい損失を受けたこと。 

五 前各号に類する事由があつたこと。  

【特別療養費の対象外となる公費負担医療等の給付の受給者】 

 医療費の支給等 確認できるもの（例） 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による一般疾病医療費の支給 被爆者健康手帳 

児童福祉法第１９条の２第１項の小児慢性特定疾病医療費の支給、同法第２０条

第２項の医療に係る療育の給付又は同法第２１条の５の２９第１項の肢体不自由

児通所医療費若しくは同法第２４条の２０第１項（同法第２４条の２４第２項に

おいて適用する場合を含む。）の障害児医療費の支給 

医療受給者証 

予防接種法第１６条第１項第１号又は第２項第１号の医療費の支給 健康被害手帳 

障害者自立支援法第５８条第１項の自立支援医療費、同法第７０条第１項の療養

介護医療費又は同法第７１条第１項の基準該当療養介護医療費の支給 

自立支援医療受給者証（育

成医療・更生医療・精神通

院医療） 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第３０条第１項の規定により費用の負

担が行われる医療に関する給付  

入院措置書 

麻薬及び向精神薬取締法第５８条の１７第１項の規定により費用の負担が行われ

る医療に関する給付 

措置入院書 

母子保健法第２０条の養育医療の給付又は養育医療に要する費用の支給 養育医療券 

独立行政法人医薬品医療機器総合機構法第１６条第１項第１号又は第２０条第１

項第１号の医療費の支給 

救済に関する決定通知書 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条第１項又は第

３７条の２第１項の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付 

感染症医療費公費負担又は

療養費支給に関する決定通

知書 

石綿による健康被害の救済に関する法律第４条第１項の医療費の支給 石綿健康被害医療手帳 

新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済に関する特別措置法第４条第

１号の医療費の支給 

健康被害手帳 

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法第１２条第１項

の定期検査費、同法第１３条第１項の母子感染防止医療費又は同法第１４条第１

項の世帯内感染防止医療費の支給 

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染

者定期検査費等受給者証 

難病の患者に対する医療等に関する法律第５条第１項の特定医療費の支給 特定医療費（指定難病）受

給者証 

沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令第３条又は第

４条の医療費の支給 

診療報酬明細書等 

国民健康保険法施行令第２９条の２第８項の規定による高額療養費の支給 特定疾病療養受療証 

上記に掲げる医療に関する給付に準ずるものとして厚生労働大臣が定める医療に

関する給付 

各種手帳等 

公費負担医療受給者、市区町村の実施する小児や重度障がい者、ひとり親家庭等

に対する窓口負担に対する医療費助成 

各種手帳等 

 



第４号様式（第６条、第１４条関係） 

伊勢原市指令（ ）第  号   

  年  月  日  

          様 

伊勢原市長               

 

特別療養費の支給に係る事前通知書 

 

 国民健康保険法第５４条の３第１項又は第２項の規定に基づき、貴世帯の下記被保険者に

対しては、次のとおり療養の給付等に代えて特別療養費を支給することとなりますので、同

条第３項の規定に基づき、あらかじめお知らせします。 

 

１ 特別療養費の支給対象者 

氏 名 住 所 生 年 月 日 

   

   

   

   

２ 支給開始日 

     年  月  日 

 

＜注意事項等＞ 

①  特別療養費の支給対象者は、医療機関等の窓口で医療費を全額支払っていただきます。後日、領収書等

を持参の上、伊勢原市保健福祉部   課  係（電話       ）へ申請を行うことで、支払った

額から一部負担金相当額を控除した額の給付を受けることができます。  

※ 滞納状況によっては滞納している保険税へ給付額の全部又は一部が充当されます。 

 ② 次の事由に該当するに至った場合は、特別療養費の支給を終了し、療養の給付等を行います。 

  ・国民健康保険法第５４条の３第１項に規定する原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができるに至ったとき 

  ・災害その他特別の事情が生じたとき 

  ・滞納している保険税を納めたとき 

 

１ この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、神奈川

県国民健康保険審査会に対して審査請求をすることができます。 

２ この審査請求に対する裁決があり、なお、不服がある場合は、当該裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に伊勢原市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができます。 

なお、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴

えを提起することができます。 

① 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。 

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



第５号様式（第７条関係） 

   第   号  

  年  月  日  

 

          様 

 

伊勢原市長               

 

資格確認書返還請求書 

 

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第５４条の３第１項又は第２項の規定に基づ

き、貴世帯については、別添の「国民健康保険特別療養費に係る事前通知書」のとおり、療養の

給付等に代えて、特別療養費を支給することとなります。 

これに伴い、特別療養費の支給のため国民健康保険施行規則第２７条の２第４項による資格確

認書（特別療養費）を交付しますので、同規則第２７条の５の２第１項の規定に基づき、現在お

持ちの資格確認書を返還期限までに返還してください。 

 なお、国民健康保険施行規則第２７条の５の２第３項の規定により、資格確認書に表示された

有効期限を経過した場合は資格確認書が返還されたものとみなすことを申し添えます。 

 

記 

 

１ 返還期日          年  月  日 

                                           

２ 返還場所        伊勢原市田中３４８番地 

                      伊勢原市保健福祉部    課  係 

 

３ 持参物品            本書及び資格確認書を御持参ください。 

 

 

 

※ 不明な点は、伊勢原市保健福祉部   課  係（電話       ）へお問い合わ

せください。 

※ 既に納付済みの場合は、事務整理上の行き違いですので御了承願います。 

 

 



第６号様式（第８条、第９条、第１０条、第１４条関係） 

   第   号  

  年  月  日  

 

          様 

 

伊勢原市長               

 

療養の給付等に係る事前通知書 

 

 年  月  日付け「特別療養費の支給に係る事前通知書」により、国民健康保険法第

５４条の３第１項及び第２項の規定に基づき療養の給付に代えて特別療養費が支給されている

貴世帯の次の被保険者について、同法第５４条の３第４項の規定に基づき、療養の給付等を行う

こととなりますので、同条第５項の規定に基づき通知します。 
なお、資格確認書（特別療養費）が交付されている場合は、別添のとおり省令第６条第２項に

よる資格確認書を交付しますので、お手持ちの資格確認証（特別療養費）を返還するようお願い

します。 
 

記 

 

１ 療養の給付等を行う対象者 

氏 名 住 所 生 年 月 日 

   

   

   

   

２ 療養の給付を開始する日 

     年  月  日 

 

＜注意事項等＞ 

 ① 療養の給付等を行う対象者は、医療機関等の窓口で自己負担割合相当分（３割又は２

割）を支払っていただきます。 

 ② 特別療養費の支給対象者である旨が記載された資格確認書の交付を受けている場合は、    

伊勢原市保健福祉部    課  係へ提出（返還）してください。 

 

＜問合せ先＞ 
                      伊勢原市保健福祉部    課  係 
                      電話  



第７号様式（第１１条関係） 

伊勢原市指令（ ）第  号   

  年  月  日  

 

          様 

 

伊勢原市長               

 

国民健康保険給付一時差止通知書 

 

あなたが滞納している国民健康保険税について、自主的に納付されるよう何度となく

お願いしてきましたが、いまだに納付されていません。 

よって、国民健康保険法第６３条の２第１項又は第２項の規定により、 年  月 

日に申請されました国民健康保険給付について、その支払を一時差し止めます。 

また、このまま更に滞納を続けられますと、一時差止めを行っている保険給付の額か

ら滞納している国民健康保険税に相当する額又はその額以内の額を控除させていただ

くことになります。 

なお、特別の事情等があって、保険税を納付することが困難な場合は、同封の届出書

に記入のうえ、提出してください。 

 

１ 差止めにかかる保険給付 

保険給付名 給付決定額 給付差止額 備考 

 円 円  

 

２ 滞納保険税額 

国民健康保険税の滞納の状況は裏面のとおりです。 

 

問合せ先 伊勢原市保健福祉部   課  係 電話        

１ この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

神奈川県国民健康保険審査会に対して審査請求をすることができます。 

２ この審査請求に対する裁決があり、なお、不服がある場合は、当該裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に伊勢原市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができます。 

なお、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消

しの訴えを提起することができます。 

① 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。 

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 



（第７号様式 裏面） 

 国民健康保険税の滞納の状況 

年 度 期 別 金 額 納 期 限 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

合 計 
  

 

 



第８号様式（第１２条関係） 

   第   号  

  年  月  日  

 

          様 

 

伊勢原市長               

 

国民健康保険給付差止解除通知書 

 

 年 月 日付け「国民健康保険給付一時差止通知書」による国民健康保険給

付の差止めについて、解除しましたので、通知します。 

 

１ 差止めを解除する保険給付 

一時差止めをしている 

保険給付の額 

給付差止解除額 備考 

円 円  

 

２ 解除理由 

(1)  滞納している保険税が完納もしくは著しく減額したため 

納付額                   円 

納付年月日           年  月  日 

 

(2)  特別の事情が発生したため 



第９号様式（第１３条関係） 
伊勢原市指令（ ）第  号   

  年  月  日  

 

          様 

 

伊勢原市長               

 

 
国民健康保険給付控除通知書 

 
 あなたが滞納している国民健康保険税について、自主的に納付されるよう再三督促してい

るところですが、いまだ納付されていません。 
よって、国民健康保険法第６３条の２第３項の規定により、一時差止めに係る保険給付の額か

ら、下記のとおり滞納している国民健康保険税を控除しますので、あらかじめ通知いたします。 
 

記 
 

区 分 金 額 

一時差止めをしている保険給付の額（Ａ） 円 

上記から控除する滞納している国民健康保険

税額（Ｂ） 
円 

滞納額控除後の一時差止めしている保険給付

の額（Ａ－Ｂ） 
円 

 
＜注意事項等＞ 

１ 「一時差止めしている保険給付」の内容、及び「上記から控除する滞納している国民健康保

険税額」の内訳は、裏面のとおりです 

２ 納付されたにもかかわらず本状が届いた場合は、郵送による行き違いですので御了承くださ

い。 

問合せ先 伊勢原市保健福祉部   課  係（  -  -  ） 

１ この処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、神奈川

県国民健康保険審査会に対して審査請求をすることができます。 

２ この審査請求に対する裁決があり、なお、不服がある場合は、当該裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に伊勢原市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができます。 

なお、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴

えを提起することができます。 

① 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。 

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。 

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



（第９号様式 裏面） 

 

一時差止めしている保険給付の内容       控除する滞納している国民健康保険税額 

年度 期別 金額(円) 納期限 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合 計   

 

申請日 保険給付の種類 給付額(円) 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合 計  


